
事業継続と法環境研究会 2015 年度 第 3 回会合 （議事録） 
 
１．会合概要 

(1) 開催日時 2回：2015年 10月 29日(木) 18：00-20：00 

(2) 場所 所在地：東京都港区西新橋 2-11-5 TKK西新橋ビル７階 

  会場名：シーマ・ラボ・ジャパン株式会社会議室 

(3) 今回の議長役：森 

(4) 議事録作成者：上田 

(5) 今回の幹事：森 

(6) 出席者：8名   欠席者：3名 

 

出席メンバー 出席メンバー オブザーバー など 

1. 座長 森 健  8. 畠田 孝子 (大阪)    

2. 副座長 上田悦久  9. 前田 もろび    

3. 井上 修一 X  10. 志方 宣之     

4. 小友 修  11. 及川 学     

5. 小山 和博   12.    

6. 篠原 秀一  13.    

7. 杉原 利典 (大阪)  14.    

 
(7) 主要な決定事項 

①12月 10日開催を 12月 14日（月）に変更。 

 
(8) 次回開催予定 

① 開催日時：3回 2015年 11月 19日（木）：18：00-19：30（予定） 

② 場所 所在地：東京都港区西新橋 2-11-5 TKK西新橋ビル 

  会場名：シーマ・ラボ・ジャパン株式会社  

③ テーマ：火山噴火の発表（志方さん） 

 (9) 配付資料 

「風水害のまとめ」、「防災に関する法律の体系、豪雪地帯対策特措法」、「気象庁特別警戒」を

配布。 

 
２．議事内容 

(1) 雪害 

篠原さんから説明および討議内容。 

 豪雪には、豪雪地帯対策特措法があり、豪雪地帯対策基本計画、道府県豪雪地帯対策基本

計画が策定される。 



 豪雪地帯と特別豪雪地帯の指定があり、24道府県・532市町村（四国と九州以外）が指定

され、国土の 50.7％、人口の 15.3％に当たる。 

 特措法の検討が従来不足していたかもしれない。災害毎に特措法がありそうだ。 

 特措法などは、自治体や国予算の対応、住民への対応、などが主で、企業や事業者の対応

などには具体的には触れていないのではないか。 

 豪雪の被害は、普段降雪のない地域での突然の豪雪による場合が多いのではないか。降雪

の予測は難しいし、降雪より積雪量が建物被害につながるのではないか。 

 BCP 的には、通勤が困難になるなど人的被害に注目する必要がないか。物理的な被害は、

建築物の構造強化などの対策になる。 

 立地条件の事前確認の方が効果がありそうだ。リスクアセスメントの方法に問題があるの

ではないか。リスクアセスメントの項目ごとに、BCPのトリガーとなる閾値を設定してお

く方法があるのではないか。 

 気象特別警報には、大雨、暴風雨、高潮、波浪、暴風雪、大雪がある。その他、大津波警

報、噴火警報（噴火警戒レベル 4以上）、噴火警報（居住地域）、緊急地震速報（震度 6弱

以上）も、特別警報に位置づけられる。種類が多く危険度がわかりにくいのと、特別警報

が出てから避難したのでは、間に合わない懸念がある。 

 気象警報と気象情報の区別、気象情報の予測は BCP的には注目する必要がある。気象情報

とは別に、台風情報と火山情報がある。気象警報が避難勧告・指示ではなく、気象情報に

基づいて自治体が判断・発令する。鬼怒川洪水のケースのように、自治体の判断遅延が発

生することもある。 

 

３．次回の討議 

（１）討議予定テーマ 

第１回 8月 20日（木） 活動計画確認 

第 2回 9月 17日（木） 風水害発表、井上/上田、9/17 

第３回 10月 29日（木） 豪雪発表、篠原、10/29 

第４回 11月 19日（木） 火山噴火発表、志方、11/19 

第５回 12月 14日（月） テロ発表、小友/前田、12/10⇒12/14 

第６回 1月 21日（木） 情報セキュリティ発表、森、1/21 

第 7回 2月 18日（木） 地震/感染症発表、小山/及川、2/18 

第 8回 3月 10日（木） まとめ 

 

４．その他 

なし 

 
以上 


